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東南アジアの都市化をめぐる対立議論
新津晃一
I はじめに
東南アジアの国々を訪れた人なら誰でも，まず第一に遭遇する戸惑い
はその玄関口となる大都市に見られる様々な対照的な状況や特異な実態
であろう。先進国の都市とさほど変わらぬほど整備された中心街の近代
的なピル群・高級商店・ホテル群，他方では小商店，露店が軒を連ねて
密集しているパザーノレの混雑ぷり。郊外の高級住宅街と劣悪なスラムの
居住環境。舗装が行き届き街路樹が緑豊かに繁るハイウェーとでこぽこ
でほこりっぽく，雨が降ればぬかるみとなる裏道。高級車の流れとドア
にまで鈴なりのパスやミニパスの流れ。きちんとした身なりの通行人と
ポロをまとった呼ぴ売り商人や靴溶きの少年達。そしてどこへ行っても
多い人目。特に裏町ではあふれるばかりの人また人。しかも，このよう
な国内最大の〈首位都市（primatecity）＞の人口は突出して膨大な規模で
あることP 一方，〈首位都市〉の外側は全くの農村地帯であり，がらり
と様粗を異にしていること。さらに〈首位都市〉と農村との聞に位置す
る中間規模の地方都市がきわめて未発達なことなどが次第にわかってく
るにつけ，われわれは次のような疑問を持つであろう。なぜこのような
特異な状況がっくり出されているのであろうか。一体いつ頃からこのよ
うな状況が形成されてきたのであろうか。行政当局はどのような対策を
講じているのか，などと。
実際，東南アジアや他の発展途上国に特有な都市構造の実態について
社会学，人類学，地理学，経済学，政治学，歴史学，建築学，都市工学
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等々，様々な視点から研究が進められてきており，国ごとに異なった事
情があるとはいえ，ある程度共通するメカニス’ムも次第に明らかにされ
るようになってきているロただし，研究視点の差異から，都市の形成過
程，園内における都市の機能，都市政策等をめぐって基本的に二つの対
立する議論の流れが存在している。本稿のねらいは途上国の都市化の特
質を①向都移動，②園内における都市の機能， (J:都市の内部構造等の面
から明らかにすることを通して，二つの対立議論の論点を整理すること
にある。
I 向都移動人口によるく首位都市〉人口の急増
第二次世界大戦後，多くの東南アジア諸国は次々と独立国となるが，
この前後より急激な人口増加と都市集中化現象が顕著となるロこの時期
より人口が急増する原因については現在，一般的に次のように説明され
ている。
(I) 先進諸国や国際機関からの医療援助及ぴ園内の教育制度の整備にと
もなう衛生・医学知識の普及により，死亡率が激減したこと。（少死メ
カニズムの進展）
(2）伝統的な多産を価値とする生活慣習が維持され，各国政府が取りあ
げた家族計画施策は期待するほどには十分浸透しなかったこと。（多産
メカニズムの維持）
以上の結果，伝統的多産多死の傾向は多産少死的傾向へと変わったた
め，都市も，農村も，爆発的人口増に見舞われることになったロ特に農
村地域においては，それまでにも既に過剰人口をかかえていたが，さら
に土地生産力以上の人口急増に見舞われたため，いわゆる〈押し出し要因
(push factor）＞により，相対的に雇用可能性が高い都市を目指して急激
に人口が移動することとなったのである。このような現象は先進諸国に
おける工業化にともなう労働力の都市への〈引っ張り要因｛pullfactor)> 
による移動とは対照的な現象であると見なされているP すなわち東南
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アジアの都市では工業化にともなう労働人口吸引力以上に人口が増大
し，いわゆるく過剰都市化現象（over-urbanization）＞を引き起こしてい
ると言われているY かような途上国都市形成の特質についてはすでに
1955年， K.デーピス等によって指摘されグ現在でも有力な見解に
なっているが，その後，様々な実態調査が実施されるにしたがい，主に
途上国の研究者を中心として以下のような反論が寄せられた。
(1）農村からのく押し出し〉による向都移動と言われているが，実態調
査の結果によると“親族・友人からの招き”，“雇用機会を得て＼“教育
を受けるために”等々〈引っ張り要因〉の方がむしろ強い動機となって
都市に出てきている。悶
(2）一般的にく押し出し〉という際には，経済的にもっとも困窮化した
人々の移動が暗黙のうちに前提とされているが，そうした人々は，移動
に必要な情報や経費に欠けているために移動することはむしろ少ないグ
(3）道路の整備や交通手段の普及など〈引っ張り〉とも〈押し出し〉と
も言い難い要因も向都移動を促進する重要な要因となっていること。
(4) また〈押し出し要因〉についても，単に経済的な要因だけでなく，
“居住地の戦場化”，“自然災害”，“家族内の不和”等々，経済外的要因
による移動も多い。
以上のように都市人口の急増化現象については必ずしも経済的〈押し
出し要因〉により単純化して考えることが困難であることが指摘された
のである。
川 圏内における〈首位都市〉の位置づけ
農村からの移動者が目指す都市はすでに述べたごとく，通常〈首位都
市〉と呼ばれる政治・経済・文化の中心都市である。多くの場合，園内
の首都にあたる都市であるが，その特徴は二位，三位にランクづけられ
る人口規模の都市に比較して隔絶した規撲を有する大都市である。例え
ばタイのバンコク首都圏は約500万人の人口を擁しているが，二位の
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チェン7イの人口は15万足らずであるし，同様にしてフィリピンのマニ
ラ首都圏は，人口約600万人に比して二位のダパオは60万人足らずであ
るといった状況である。東南アジアにおけるこのようなく首位都市〉成
立の背景は植民地支配時代にさかのぼる。現にこれらの大都市は旧植民
地時代，宗主国の本拠地が置かれていた都市で，その多くか港湾を背景
として成立している。∞植民地で生産される生産物を本国及ぴ他の植民
地に輸送すると同時に，それ等の地域で生産された産品を当該国に運ぴ
入れる交易拠点として発展したためであるロしかも，植民地支配者は宗
主国が支配する植民地全体の中で交易的に有利な産業を特化し当該植民
地に育成し，分業体系の中に組み込んだため，当該都市の発展は，宗主
国都市を中心として寄生約に形成される傾向が強くなっていった。働 か
ような宗主国の支配拠点である植民地の都市は国内では都市租界地とし
て隔絶した繁栄をほこり，多数の人口を擁していたが，それ以外の地域
はほとんど都市化されることなく，農村状態のまま取り残されているこ
とが多かったロいわば都市は“農村に浮かぶ鳥”であり“飛ぴ地”状態
を呈していたのである。独立後もこうした“寄生的”J‘飛ぴ地的”性格
から脱することが難しく，むしろその傾向は強化される状況でさえあっ
た。すなわち，東南アジア諸国は先進諸国の発展のレベルにまで到達す
ることを目指して工業開発政策を強力に推進する方針をとったが，その
政策方針自体，経済的，政治的に外国とりわけ旧宗主国からの強い影響
を受けざるを得ない状況であったし，そうした事情から工業開発拠点
が，かつての植民地の拠点都市に置かれたため，道路，港湾，通信施設
等の基盤整備もまずこうした都市に重点的に行われていった。その結
果，主要な企業投資先も，外国からの文化や技術の導入も，大規模な商
業取引きもこうした都市に集中したのである。当然，向都移動人口はか
ような経済活動の拠点である大都市に集中することになり，人口も急増
するが，一方では農村とこうした巨大都市との聞の中間的都市機能を
もった中都市，小都市，小さな町といった地域の整備は遅れることとな
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り，m ここに以前にも増して隔絶した“飛ぴ地的”性格をもった一点支
配型の〈首位都市〉が形成されることになったのである。ところで，発
展途上国においては国民経済的には主要な輸出産品が農産物を中心とし
た一次産品であったにもかかわらず，稼ぎ出された外貨は主に工業開発
のために投資されたため，〈首住都市〉の繁栄はいわば農村の犠牲ない
しは寄生の上に成立していたとも言えるのである。もちろん，こうした
都市における工業開発のメリットがやがて農村の近代化を推進する上で
必要とされる諸技術の生産などに貢献するものと考えられていたのであ
るが，その波及効果は遅々として進まず，都市と農村の格差はますます
増大してゆく一方て“あった。かくして，労働力かe経済的に活力のある大
都市へと移動する傾向はさらに顕著になってゆくと同時にその隔絶した
く首位都市〉的性格はますます強化されていったわけである。しかもそ
の存在は，既に述べたごとく，二つの意味でい寄生的性格を帯ひ・ていたの
である。すなわち圏内的には農村に寄生的であるとともに，対外的に
は，他の先進国都市の経済的ネソトワークの中に寄生的に位置づけられ
るというものであった。
以上のような東南アジア諸国における〈首位都市〉の存在は，国家全
体の発展にとって主導的な役割lを果たすどころか，発展をむしばむ“ガ
ン”ではないかといった見解を持っている研究者も多い。〈首位都市〉
への集中的な投資が国全体の発展には役立たないと考えているからであ
る。したがってもっと農村，小さな町，中都市等の発展を促すべ〈，バラ
ンスのとれた開発投資が必要ではないのかとの点が指摘されている。帥
ただし，この考え方には以下のような反論もある。
J (1）空間的にバランスのとれた開発政策は，各地方に分散的な開発投資
を行うことになるが，途上国のように開発財政予算が小規模な場合，小
額の投資を各地にばらまく結果となり，開発への刺激にならないのでは
ないか。
(2）かえって，ある特定の空間に集中的に投資を行なう方が，発展の
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“核”を早急に形成することが可能となり，長期的には効果的投資結果
をもたらすことになるのではないかロ
IV 〈首位都市〉の内部構造
急激なく首位都市〉の巨大化はすでに述べたごとく東南アジア諸国の
場合，必ずしも工業の発展を伴わず，人口の過度の肥大化のみが進展す
るく過剰l都市化現象〉を引き起こすと言われている。その結果，都市の
内部構造は途上国特有の様相目を呈することとなる。一般にその特質とし
ては都市空間構成の特質と労働経済構造の特質とカ吋旨摘されている。
1 労働経済構造の特質
東南アジア諸国の就業苦再造は農林漁業を中心とした第一次産業就業人
口の比率がもっとも大きく，国民総労働人口の80%以上を占めている諸
国が多い。次いで運輸・商業・サービス業を中心とした第三次産業就業
人口であり，いわゆる工業を中心とした第二次産業就業人口の比率は
もっとも低位にある。この傾向はこれまで先進諸国が工業化の進展に伴
い，まず第二次産業就業人口が次第に増大し，やがて最大となり，さら
に工業化の成熟期に入ってから第三次産業就業人口比率が第二次産業人
口を越えて最大と成ってきたのと対比されるからである。
ところで，東南アジア諸国でも都市では第一次産業人口比率は先進国
と同様に低いため，第三次産業人口比率がもっとも高〈，先進国と類似
した就業構造となるロしかし第三次産業就業者カぎ従事している仕事の内
容は通常，先進諸国において運輸・商業・サービス業従業者が従事して
いる仕事のイメージとはかなり異なっている。すなわち野菜・果物売
り，花売り，新聞・雑誌売り等の行商人，廃品回収業者，傘の修理人，
掃除人，美容師，大道芸人，朝h磨きなど各家々を回って様々なサービス
を提供する小サービス業者，下女・下男，門番，ドライパ一等，特定の
家族に家事サービスを提供する労働者などが主であるからである。また
これらの職業従事者は職業移動も頻繁であり．同時に幾つかの仕事を兼
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務している場合が多いこと，無届けで仕事をしていること，などの理由
から明確な把握が極めて困難である。このように近代的な組織，制度，
技術，資本等の運用により組織化されていない労働経済部門に対し，
〈非公式部門（informalsector)>, ＜未組織部門（unorganizedsector)>, 
〈非保護部門（unprotectedsector)>, ＜貧困部門（poorsector)>, ＜パザ－
Jレ部門（bazaarsector）＞等々の分析概念が使用され，近年極めて活発に
研究が進められているが，これらの部門には当然のことながら，第三次
産業のみならず，第二次産業も含まれているロすなわち東南アジア諸都
市の労働経済構造の分析のためには，」先進国では通常無視されている
く非公式部門〉均三重要な意味をもっており，いわゆるく公式部門（formal
se巳tor）＞に従事している労働者は極めて限定された数にしかすぎないこ
とになる。また第二次産業に比較し，労働依存度が高〈，自営による参
入可能性が高い第三次産業に，こうした〈非公式部門〉の比率が高いこ
とは言うまでもない。ところで，上記の諸概念は，近代的な組織，技術，資
本等により運営されているもう一方の部門，すなわち〈公式部門（formal
sector）＞，＜企業型経済部門（firm-typeeconomy sector）＞といった部門に
対比され，分析される。これらの諸部門はいわゆる近代的な制度により
企業としての形態カ叩富立されている経済組織により形成されている部門
である。ここでは一括して仮にく企業資本型経済部門〉と総称しておく
が，都市の中でこの部門に正式な常雇労働者として働いている人々はご
くー握りに過ぎない。ただし，労働生産性については前者の一連の部
門，ここでは仮にく都市貧困経済部門〉と総称しておくが，この部門と
比較し圧倒的に高し賃金，労働条件等についても好条件下にあること
は言うまでもない。しかしながら後者の経済部門の発展は必ずしも前者
の発展に結びつかず，相互に無関係な二重構造が都市の中に形成されて
いるという見解がかなり一般的であり，せいぜい後者の資本が下男や下
女を通じ，前者の経済部門に吸い取られてしまい，後者の発展を阻害し
ているとか，社会的，政治的見地から前者の経済部門が失業・半失業労
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働力を吸収し社会的不安定要因を解消させる機能を果たしているといっ
た指摘に止まっていた。したがって以上のような見解によると，〈都市
貧困経済部門〉は，不可解なことに都市の中で自己増殖的に労働人口の
みが増大してゆく経済部門といったイメージが与えられることになる。
現に，この部門では都市の人口が増大しただけ，それに対応して物売り
の数が増大してゆくごとく，自己拡張的な性格をもっていると指摘され
たのである。誠に不可思議な存在と言わざるを得ない。
ただし近年，著者が行なったアジア数ヶ国の都市貧困者層の調査によ
るとJ凶二部門聞の関連性は必ずしも上述のような不可解なものでは
なく，むしろく都市貧困経済部門〉の労働者の存在は，直接・間接にく企
業資本型経済部門〉の発展と関連を持ち，その発展により〈都市貧困経
済部門〉の人口が拡大していることが明らかである。すなわち，①多く
の近代的企業は臨時に発生する仕事のために，かなりの数の非常雇用労
働者をかかえているが，これらの労働者も〈都市貧困経済部門〉に属す
る労働者として数えられていること，②〈企業資本型経済部門〉で生産
された製品の修理などのために多くの小修理サービス業が成立している
こと。③〈企業資本型経済部門〉に働く中・下層労働者，あるいは岡部
門の成立によって不安定ながら仕事を得ている人々は，日常生活のため
の食品・雑貨等を行商人や露店商から購入しており，これらの自営的小
商人についても直接・間接にく企業資本型経済部門〉の成立により存続
が可能になっていること，④また，下男・下女など家事サービス労働者
も近代的企業に働く経営・管理職階層の家庭に雇われていることから，
近代的企業の存在と密接に結ぴついていること，等が明らかである。以
上のごとく，多くのく都市貧困経済部門〉は，いまだく企業資本型経済部
門〉により統制されていない流通過程あるいは岡部門に属する企業が参
入しにくい経済活動領域に巧みに参入し，多様なサービスを提供するこ
とによりその存続が可能になっていると考えられるのである。したがっ
て，国家経済的視点から見ると，いわゆるく企業資本型経済部門〉の発
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展は，直接・間接におおくの労働者を吸収する基盤を都市に形成してい
ることになり，〈都市貧困経済部門〉も前者の成立なくしては不可能と
なることが明らかである。以上のように考察を進めていくと，途上国の
都市化について一般的に指摘されている“産業の発展がないまま労働人
口のみが増大していく〈過剰都市化〉”というこれまでの見解が適切か
どうか疑問になってくる。確かに途上国都市は，急激な人口増に見舞わ
れ，多くの失業・半失業人口を抱えているが，〈都市貧図経済部門〉の発
展に見られるごとし雇用の場をなんとか与えることも可能であり，そ
のような雇用可能性を背景として農村から人口が移動し，都市人口が増
大していると考えられるからである。ただし，〈都市貧困経済部門〉はあ
くまでもく非公式部門〉であり，労働の場として呼ぶに値しないという
暗黙の前提に立っとすれば，これまでの途上国の都市化に関する一般的
見解は支持されることになろう。したがって途上国の研究者からは，こ
の点に関する疑問が寄せられていることは言うまでもない。すなわち途
上国においては全社会的に制度化が進んでいないため商法や会社法を初
めとする諸法律制度の適応外に置かれている諸経済活動が多く存在して
いるが，これらの経済活動領域を労働の場と呼ぶには値しないと考え，
無視すべきかどうかはかなり疑問である。実際このような経済活動が行
なわれ，労働の場が存在している現実からして無視するわけにはゆかな
いであろう。このように考えていくと都市における過剰労働人口を発生
させている原因Ii, “産業の発展がないまま人口のみが増大した”ので
はなく，〈企業資本型経済部門〉及ぴその関連基盤整備のための投資が
く首位都市〉に集中したため，①その建設，整備事業のための労働力需要
が都市に発生したこと，②それらの事業に関連する労働者の衣食住を賄
う製造・流通・サービス需要が発生し，労働人口がさらに増大したこ
と，③また〈企業資本型経済部門〉の成立により，その商品の販売・流
通・修理等々の事業需要が発生したこと，④ただしその需要を満たすた
めの事業領域に参入する企業家が次々に輩出する程，多様な中小規模の
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土着資本家が存在していなかったこと，⑤したがって，この領域にはほ
とんど資本も，技術も，さほどの訓練もない人々が参入することが可能
になり，数多くの小商人，小事業者が発生したこと，⑥これらの小事業
者の利益は極めて少なく，生活するのがやっとの人々も多いが，農村で
の生活よりも多少とも好条件にあるため，多くの労働人口が都市へと流
入してきたこと，などの理由により，〈都市貧困経済部門〉が形成されて
いったものと理解すべきであろう。
以上のように急激にく企業資本型経済部門〉を育成しようとしたため
に一方ではそれを支える中小規模の企業の育成が遅れるとともに，他方
では農業部門との聞に大きな格差が生じ，その結果大規模なく都市貧困
経済部門〉を発生させてしまったことについては，以下のような経済政
策上の問題点が指摘されているロ
(1）技術，資本，制度上，既存の経済基盤との格差がきわめて大きい近
代産業を先進国から移入しようとするよりも既存の中小土着資本の育成
をはかることをねらいとし，より，小規撲で，適正な技術を基盤とする
産業を育成する方が，円滑な工業化を推進することが出来たのではない
か。（切
(2) また農業と工業との関のパランスのとれた開発政策を採用すること
が必要ではなかったのか。
(3）上記（1)(2）のような開発政策をとれば，都市労働市場の過剰j化を防
ぎ，安定した雇用の場を育成することが出来たのではないか。
ただし，このような見解には以下のような批判もある。
(1）バランスのとれた開発政策は，小規模な分散的投資を諸産業分野全
体に行なうことになるが，このような経済政策は効率よい資本蓄積を遅
らせ，国家経済全体の発展をますます遅らせることになるのではない
か。
(2) むしろ，より発展可能性がある産業領域に投資を集中させた方が，
より効率的な資本蓄積が期待でき，開発の過程で何等かの経済外的諸問
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題を発生させたとしても，長期的には早期の発展が期待できるのではな
し、ヵ、。
2 都市空間構成の特質．膨大なスラムの発生
労働経済構造が二重構造化しているのと対応して居住地区についても
貧困者層と富裕者層は，それぞれ分離した形態で都市内に居住の場を占
めている。特に研究者の注目の標となっているのは貧困者層の居住地
区，スラムであるが，その存在は都市の中心部から周辺部に至る様々な
地区に形成されている。特にかつては都市の周辺部であった地区に立地
し，都市域の拡大とともに，現在では中心部からさほど遠くない場所に
立地しているスラムは，規模も大きく，また社会問題化している場合が多
いが，それらの地区は通常以下のような立地上の特質を備えているロ仰
(1) 河川，港湾，鉄道線路沿いなどの公共用地で，不法居住取締りが厳
しくなかった主語戸w。
(2）水はけなどが悪〈，居住には不適切とされ，放置されていた場所。
(3）比較的都心部への接近が容易であるため就業上，便利な場所。
(4）かつて近くで大規模な建設工事が行なわれ，多くの労働者が仮小屋
などを建て居住していた場所であった場合が多いこと。
当初は5～ 6世帯の人々が居住していた場所はやがては数百世帯，大
規模な場合になると数万世帯が居住するスラムとなる。その多くの地区
は不法に占拠された土地に形成されているが，地主や行政当局との交渉
の末，地代を支払うようになる場合もある。多くのスラム地区は，学校，
病院などの公的施設などの未整備はもちろんのこと電気，上下水道，道
路なども整備されていない。大規撲なスラムの場合，一度足を踏み入れ
ると居住者の案内なしでは通り抜けることが不可能なほど，複雑に入り
組んでいる。通路は多くの場合，板が渡しであり，足を踏みはずすと堆
積したゴミの中に足を踏み入れるか，あるいはドブの様なぬかるみに足
を突っ込むことになる。水はけの惑い場所に立地している場合が多いか
らである。各家々は使用できる資材なら何でも利用して，建てられてお
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り，古材，使用ずみのトタン板はもちろんのこと，ダンボール，ビニー
ノレ，空かんなども使用されている。家屋は高床式のものが%＜，床下は
ゴミの山である。またトイレのない家もかなりある。屋内は暗〈，狭〈，
家具らしい物も極めて少ないが，比較的清潔さが保たれている。各家と
も世帯員数は多く，狭い屋内にどのように寝ることが出来るのかと思わ
れる程の家が多い。昼間こうしたスラム地区を訪れると，とにかく子供
が多いこと，また昼間からぶらぶらしている若者が多いことなどが眼に
つしまた10粁に1軒の割合に近い程，小雑貨店があり，通常，店には
主婦とおぼしき女性が座っている。売れる物なら何でも置いているが，
食品がもっとも多いロバナナ1本，たばこ 1本，インスタント・コー
ヒー lさじ，といった少量買いが可能であり，住民にとってほしい時，
ほしい分量だけ買うことが出来るきわめて便利な機能を果たしている。
以上のようにスラム地区は貧困な居住者にとっては便利な面もある
が，常に悪臭が漂う不衛生な地区であると共に，恐るべき密集状態にあ
る。火災が発生することも多しまた台風の際には必ず多くの被害が発
生する危険な地区でもある。行政当局もこうしたスラムの拡大に憂慮
し，様々な施策を講じているが，拡大する一方のスラム地区に対し，そ
の対応が間に合わない状態にある。このようにスラムは〈首住都市〉内
の諸々に拡がる一方であるのが，東南アジア諸国の現状であると言え
る。
こうしたスラム地区の人口は現在，東南アジア諸国のく首位都市〉人
口の20～40%にも上っていると言われJ叫都市を政治的にも社会的に
も不安定化させると同時にその対応のための多額な財政支出を要すると
ころから，経済発展を匝害する存在とも考えられている。ただし，この
ような見解に対し主に途上国の研究者を中心として以下のような疑問が
提出されている。すなわち，スラムの存在が都市を政治的，社会的に不
安定化させている具体的事実はない。むしろ経済的に安価で大量の労働
者を抱えることにより経済的発展の基盤が形成されていると言うのであ
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る。以上のように，ここでも相対立する二つの見解が存在しているので
あるが，以下両者の議論をもう少し詳細に検討してみよう。まずスラム
に関する否定的見解は以下の通りである。
(I）経済的貧困を主な原因としてスラムに住みついた住民やこの地区で
生まれ育った人々は，努力しでも思うようにならない生活実態から，や
がて生活態度は無気力になり，自己卑下的意識を持つようになり，酒に
おぽれ，妻子を顧みず，健康な市民としては不適切な行動様式を持った
個人へと変わってしまう。日常的にもごく身近な地域にしか関心を持た
ず，政治的に無関心な態度が育まれてゆく。当然の帰結として，個人ば
かりか，その基本的な支えである家族さえも解体へと導かれていく。家
庭では父親は暴力的でしかも役割意識に欠ける存在であることから，母
子家庭的環境になる。こうした家庭の下では子供は教育どころか不正な
仕事の手伝いすら強制され，社会からものけ者にされているという意識
を植えつけられ，次第に破壊的な自我が形成されるといった悪循環を重
ねることになる。以上のようなスラム特有の生活意識や生活様式をオス
カー・ノレイスはく貧困の文化〉と呼んだのであるロ同
(2）無気力で意欲を喪失し，しかも反社会的行動に走る人々の集住の場
であるスラムは，必然的に無頼の徒や犯罪者の隠れ住む場所ともなる。
ちなみにこうした地区は警察当局からは， “問題地区”とマークされ，
ギャングの争いや殺人事件で新聞をにぎわし，犯罪者や売春婦が住みつ
いている場所であることもしばしばである。かくして，スラムは社会的
逸脱者の“吹きだまり”となり，公権力の及ばぬ無頼の地区となる。し
たがってスラムの拡大は都市全体の安全性と秩序の維持を脅かす存在と
なり，さらには都市全体を不安定化させることになる。
(3) もちろん，こうした生活態度をもっスラム住民は〈規律ある労働者
(di田中linedworker）＞とはなり得ず，その育成を阻み，都市における工
業化の進展を阻害することになるというわけである。
以上のような否定的見解に対し，スラムに関する肯定的な見解は以下の
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通りであるロ
(1）スラムは都市流入者にとって都市への適応を助ける社会的装置と
なっている。これといった財産も能力も持っていない流入者にとってス
ラムは都市内の他のどの場所よりも必要な生活の仕方と生活の糧を得る
ための機会を提供しているからである。農村から都市に流入する人々の
多くは，近親者や同郷出身者が居住しているスラム内の住宅に同居する
が，こうした場所は農村に暮らしていた時と全く同じ言語，習慣が通じ
るし，生活もきわめて安上がりに済ますことが可能である。岬
仕事の場も居住地と同一ないしはその近接地である場合が多いところ
から，親密な社会関係に支えられつつ，農業とは異なった仕事の場の論
理を学習してゆくことが可能である。その論理とは，①季節や天候に関
係なく長時間働かなくてはならないこと，②農村よりも個人の能力や努
力が直接“成功”に跳ね返ってくること，③成功の尺度は経済的価値が
優先すること，などである。このようにして向都移動者はスラムを都市
の中の“適応のための訓練の場”として，さらに好条件の職場を求めて
工場労働者やオフィスの勤労者になったり，あるいは都心に近い場所に
店舗を求め，より都市的状況に参加してゆくことが可能になる。
(2) またスラムは住民にとって極めて安全で気楽な場所でもある。子供
達にとってはクルマが入り込んでくるわけでもなく，常に親類縁者や隣
人達の限の届く場所となっているし，常に全員が在宅しているわけで込も
ないところから，密集状態にあるとは言えないとの意見さえも聞かれ
る。
(3）既に述べたごとく，スラムは都市に適応するための基礎的訓練の場
となっているところから，安価で豊富な労働力を供給する場となってい
る。このような都市の状況は企業家の産業投資を刺激し，産業を興しや
すい環境をつくり出している。事実，労働者としては低い地位にはある
ものの，都市内の工場，商店，オフィス等で働いている人々もかなりお
り，十分需要にこたえうる労働者となっている。さらに重要な点は，ス
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ラムが都市内で生産された商品やサービスの大きな市場になっているこ
とである。このようにスラムの経済は決して都市内のく企業資本型経済
部門〉から分離した存在ではなく，経済的にも緊密な関連をもっている
ことが明らかである。したがって都市の発展はスラムの存在なくしては
考えられないことになり，またスラムを考慮に入れない都市政策は不完
全なものとなる。
v 要約と結論
この論文では東南アジア諸国の都市化について，向都移動，〈首位都
市〉の園内における位置づけ，〈首位都市〉の内部構造等からその特質を
明らかにしてきたが，それぞれの実態について研究者の聞では否定的見
解と肯定的見解があることを述べてきた。社会現象についてはこのよう
に多かれ少なかれ，相反する議論が存在することがしばしばであるが，
こうした対立議論を通じて，その実態分析はさらに深められ，明らかに
されてゆくことも確かである。実際，東南アジア諸国といってもそれぞ
れ国ごとにかなり実態は異なっており，否定的見解が妥当する諸国と肯
定的見解が妥当する諸国もあるし，研究者の視点の相遠から，異なった
見解が同じ国の都市化について議論される場合もある。この論文を締め
くくるにあたり，ここではそれぞれの章で検討された相反する議論を包
括的に整理し，筆者の見解を明らかにしておきたい。
1 東南アジア諸国の都市化に関する否定的見解
否定的見解の支持者は主に先進諸国の研究者に多く，特に西欧の都市
化をモデルとして東南アジア諸国の都市化の特質を分析する立場であ
る。これ等の議論は以下のように要約することが可能である。
（！）東南アジア諸国の都市化は農村から〈押し出された〉移動者により
急激に進展した。
(2) これらの人口が移動した先は，集中的に工業投資が行なわれた大都
市（主に旧植民地時代，宗主国の本拠地が置かれていた都市）に偏して
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いたため，この都市だけが一点集中的に拡大し，いわゆる〈首位都市〉
となり，中都市や小さな町などが形成されず，圏内的にはひどくアンバ
ランスな都市化となった。
(3) （首位都市〉では大量の流入人口に対し，急速な工業発展が行なわ
れず，膨大な失業，半失業人口が発生した。いわゆるく過剰都市化現象〉
である。
(4) 〈首位都市〉内にはその結果，至る所にスラムが形成され，〈首住都
市〉は社会不安の温床と化した。
(5）以上のようにく首位都市〉における膨大なスラムの発生や失業，半
失業人口の拡大はその対応策のための多大な財政支出を必要とし，都市
発展の阻害要因となっている。すなわち，途上国の都市は国家全体の発
展の契機をつくり出す“核”となっておらず，むしろ発展を阻害する
“ガン”となっている。
2.東南アジア諸国の都市化に関する肯定的見解
否定的見解の支持者が主に先進国の研究者に多いのに対し，肯定的見
解の支持者は途上国の研究者や行政担当者に多い。しかも当然のことな
がら，西欧の都市化のモデルを途上国に適応しようとすること自体，妥
当性に欠けると主張している。彼らの議論を要約すると以下の通りであ
る。
(1）東南アジア諸国の都市化は農村からの移動者により急激に進展した
ことは事実であるが，く押し出し要因〉によるとは言い難い。むしろ
く引っ張り要因〉の方が強いとさえ言えるロ
(2）農村からの移動者の移動先は集中的に工業化のための投資が行なわ
れた大都市であったが，少ない財政予算を効率的に運用するためには発
展の“核”の形成が重要であった。その結果，一点集中型のく首位都
市〉の進展が顕著となったが，この現象こそまさに〈首位都市〉が大き
な発展の“核”となっていることを示すものである。
(3) （首位都市〉て”は大量の流入人口に対しそれらの人口の受け入れ基
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盤となる産業が発展していないと言われているが，もしそうであるなら
大量の人口が流入しないはずである。実際，近代的に制度化された企業
資本の発展は遅れていると言えるかもしれないが，そうした規準からは
漏れる多数の弱小事業が形成されており，それらの事業は直接・間接に
制度化された企業資本の成立によりその存続が可能になっている場合が
多い。このような実態を考えてみるとく過剰都市化〉と言えるかどうか
さえ疑問である。
(4) ＜首位都市〉内には確かに至る所にスラムが形成されているが，こ
れは都市内の住宅供給が過度に不足しているためである。しかし先進国
のスラムのように居住者は決して労働意欲を失った“やる気”のない
人々ではなく，むしろより良い就業機会を自ら求め，っくり出しでさえ
いる人々である。またスラムは意欲をもって都市へやってきた人々のた
めの良き“適応訓練の場”とさえなっている。
(5）以上の帰結として東南アジア諸国の都市は発展のための“ガン”と
なっているどころか，大量の安価な労働力を供給し，また生産された商
品の市場ともなっており，発展のための“核”となっていると言える。
上記の要約のごとく，ここでは相対立する議論を明確化するため両者
の論点を多少単純化し整理したが，このような対立議論に対し筆者は以
下のような見解をもっている。
(1) まず，東南アジア諸国の都市化に関する両者の見解の相違は基本的
には開発政策の前提がかなり異なっていることに由来すると考える。す
なわち，①否定的見解は西欧の都市化を念頭に置き，より内発的に農業
社会から工業社会へと次第に変化していった過程における都市の発展モ
デルを前提として東南アジア諸国の都市化を評価する見方である。この
見方によると，東南アジア諸国の都市化はひどく不安定で不均衡な都市
化と見られる。その結果，先進諸国の都市発展過程を念頭に置き，産業
投資についても，空間的にもバランスのとれた分散的政策にもとづく都
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市化の必要性カ吋旨摘される。しかもこのような安定的発展の方が結局の
ところ長期的には一国全体の発展にとって有利であると主張される。
②それに対し肯定的見解によると東南アジア諸国の社会・経済的基礎条
件は先進国ときわめて異なっており，西欧のモデル通りの政策ではいつ
までたっても先進国の発展レベルに達することができず，必然的に異
なった歩みをとらざるを得ないと主張する。すなわち急速な発展のため
にはもっとも発展の可能性がある産業分野や地域に集中的に投資を行な
うことであり，その結果多少の社会問題が発生し空間的にアンバランス
な都市化となっても長期的には発展の可能性は大きいと考えていること
である。
このようにいずれの見解についても長期的発展の可能性を基本的には指
向しているが，それを達成するための政策的手段が大きく異なっている
のである。
(2) ふり返って現在の東南アジア諸国を概観した場合，独立当初より，
より内発的，分散的政策をとっている諸国はアジアの中では，中国，北
朝鮮，北ベトナム，ピノレ？などの国々であるが，他の多くの諸国は開放
的で集中投資型の政策をとっている。もちろん中途から一時的にせよ前
者のタイプに移行したカンボジア，スリランカなどの諸国もあるが，ご
く限られた国々である。このように現状のアジア諸国を具体的に念頭に
置いた場合，奇妙なことに西欧型の都市化のモデルを独立当初より指向
しているのは例外なく社会主義体制をとっている諸国であることが明ら
かである。ここでの議論は政治体制上の差異を検討することを主目的と
しているわけではないので，この面での議論は省略するが，現段階まで
の経済発展の動向を概観した場合，後者の政策の方が経済的にはより発
展的であったと言っても過言ではなかろう。このような現状の動向にか
んがみ，筆者は首位都市集中型都市化を肯定する見解について相対的に
妥当なものと考えているが，かと言って否定的見解を全面的に妥当性の
ない議論であると考えているわけではない。すなわち両者の見解は二者
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択ーのものではなく，現実には都市は発展のための“核”となっている
と同時に“ガン”の要素を保持していると考えているからである。たと
えば，すでに取り上げたスラムの例を考えてみても，現実には“適応訓
練の場”として機能していると同時に，恒常的貧困生活の結果，無気力
で労働意欲を欠く人々をつくり出していることも筆者の行なった調査な
どからも明らかである。このように社会現象の多くは同時にプラスの側
面とマイナスの側面を含んでいることがより一般的であり，筆者の見解
はどちらかと言えば首位都市集中型都市化を肯定する比重カ味骨対的に高
いということを意味しているに過ぎない。したがって他方においては，
否定的見解が主張する“ガン”の側面を切り取ってゆくことも政策的課
題として重要性を持っていると考える。
(3) 以上の論述から明らかなごとく，本稿における東南アジアの都市化
の分析は，自由主義経済体制下にある諸国の都市化を問題としており，
これらの諸国における“首位都市集中型の都市化”は一方において発展
の“核”をつくり出すが同時に“ガン”を生み出す結果ともなることが
明らかである。それでは“分散型の都市化”政策を指向した場合はいか
なる結果になるであろうか。すでにある程度，示唆されているように途
上国がこのような政策を指向した場合， “ガン”を生み出すこともない
が，同時に急速に発展の“核”をつくり出すこともできなくなり，相対
的に先進国との格差が拡大するのではないかというのが筆者の基本的な
見解である。すなわち両者の政策は相互にトレードオフ関係になってい
るが，現実の政策としては，各国とも両政策を考慮に入れており，完全
にどちらか一方のみに偏した政策をとっている途上国は恐らく皆無であ
ろう。したがって両政策についての比重の置き方をめぐって二つの立場
が形成されることになるわけであるが，筆者の見解はすでに述べたごと
く， “首位都市集中型の都市化”政策重視の立場である。ただし極度の
首位都市集中型の政策はこれまでにも見てきたごとし “ガン”の側面
の拡大を過度におし進める結果となるため，当面多少は発展の速度を犠
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牲にしても，分散型政策への配慮が必要であると思われる。その際，両
政策のバランスは各国の社会・経済的発展のレベル，諸外国との経済的
関係等の背景を十分考慮に入れ，検討されるべきで，一律に同じ基準を
当てはめるのは妥当ではないことは言うまでもない。
注
(1) （首位都市〉とは，二位，三位にランクづけられる人口規模の都市に比較して隔絶
した規模を有する大都市に対して名づけられたものである。（Jefferson,Ma巾，
“The Law of the Primate C>ty”， Geograp/,;ca/ Rev;ew, Vol. 29, 1939, 
pp. 226～232.）その後，ジフ（Zipf,G. K., National Um砂田.dI>S1mity, 
Bloomington, Ind. Principia Pre≫, 1941.）の序列規模原則（rank'ire rule) すな
わち，きわめて調和Lた均術状態にある同質的な社会・経済体系の中では，規模
を異にする都市とその都市数との聞には一定の比例関係があるという説 との
関連から検討され，開発途上囲内部市においては，この原理からかけ離れて〈首
位都市〉だけが異古に大規模化することが指摘された。（Haum,Philip M. (ed.), 
Urbn11iw!io11 in Asia削 1d/he Far East, Cakutta: UNESCO, 1957.) 
(2) （引っ張り要因〉，〈押出し要因〉については次の二論文で検討した。①新津「南ア
ジアにおける向都移動者とその定義様式J，林武編『発展途上国の都市化』，アジ
ア経済研究所， 1976年， pp.151-156, 及び②祈i1!「現代アジアにおけるスラム
問題の所在J，新津編『現代アジアのスラムl，明石書店， 1989年， pp.18～30. 
(3）過剰都市化現象については，次の三論文を参照されたい。①新津「南アジアにお
ける向都移動者の都市対応様式J，『社会学評論l，日本社会学会，第24巻，第2
号， 1973年， pp.35～38, 及び②新津編（1989年）, op. cit. pp. 31～3. 
(4) Davis, Kingsley and Hilda H. Golden，“U巾aniratio'and the Development of 
Preindustrial Areas，” Economic Deve/oρ11e1t and C11/t11ral Change, vol. 3, 
口rtober1955. 
(5) Misra, B. R., Report on Socio Eco110111ic Sur"'y of famshe中川 City,1959, p. 78. 
(6) Sovani, N. V., Urba11fratio11 and Urban India, Asia Publishing House, 1966. pp. 
144～146. 
(7) タイ圏内場合は，植民地化されなかったが，イギリスなど先進諸国による実質的
経済支配はきわめて大きかった。
(8）矢崎武夫『国際秩序の変化過程における発展途上圏内都市化と近代化一一東南ア
ジアの事例一一』慶応通信， 1988年．
(9) ミルダ－）レは大都市の開発による農村部への〈波及効果（spreadeffect））はさほど
なく，むしろ疲弊効味（backwasheffect）がもたらされる傾向が強かったと指摘し
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た。（Myrdal.Gunnar二R;chLand and Po": Tlw Road lo附aridProsρerity, New 
York: Harper & Row, 1957.) 
(101 Rondmelli, Dennis A. & Kenneth Ruddle, Urbanfralfon and Rural£沿vdopmeut:A 
SpaUal Po/fry for EquUable Growth, 1978. 。I) 新津編（1989年） , op. cit. 
(I由 Schumacher,E. F., Small ;, B四 utiful:A Study of Ee四 om;csas ;j People 
Mattered, 1973. 
(I司新山編 (1989年） , op. cit. p. 49. 
(1-0 スラム人口推計については， Donohue。John，“SomeFacts and Figures on 
Urbani,atio' in Developing World，” AS<;gmnenl ChUd附ん UNICEF,57/ 58 (1982 
年） p. 36に詳しい。
（！日 Lewis,Oscar, "The Culture of Poverty," Antliropo/og;col Essays, New York, 
Random House, 1970, pp. 71～74. 
（！日日nwton, F、.V.,
Countri＂”， m Medows, P. and E. H. Mimichi (eds.), Ur油＂＂＇・ Urb町rfration
and Change. Comρaralfoe Persρ＂lives, 1969. 
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THE URBANIZATION IN SOUTHEAST ASIA 
A Study of Contradicting Views一一
(S山田nary}
Koichi Niitsu 
A salient feature of Southeast Asian countries is concentration of 
population to a single city, called pnmate口ty,where a large 
number of residents live in slums 
Concernmg出ecause and effect of the urbanization, views in出e
literature are quite di百erent,often contradicting, especially as to 
吐1efollowmg points 
a) Was the concentration triggered by surplus population in rural 
areas (push factor), or by mcreased demand for labor in the 
urban areas (pul factor)? 
b) Is the population mflow too large, causmg ma田 unemploy-
ment (over-urbanization)? 
c) What role can slum dwellers play as a work force for 
economic development> 
In吐1earticle, typical arguments and the author’s view are 
sUTilffianzed It is also suggested that countnes in Southeast Asia 
might be too diversified in many aspects to estabhsh a general 
theory 
